第１３章　金融
概況
　昭和51年度の日本経済は、実質成長率が5.8 パーセントと50年度よりも伸び率を高め、また、物価の騰勢も次第に鈍化した一方、原油高騰に伴う対外収支の大幅赤字も目立って改善を示すなど、全体としては、50年度の景気回復傾向を受け継いだ回復過程２年目の年であった。
　しかし、その過程はジグザグ型の不安定なものであり、回復テンポも緩やかなものにとどまった。さらに、企業倒産が増加傾向をたどるとともに、雇用情勢の改善も大幅に遅れるなど不況の影がなお色濃く残され、景気回復過程２年目としては、経済のアンバランスが際立って現われた年であった。
　これを金融面からみると、51年度の金融政策は、物価面で問題が起きないよう注意すると同時に、景気回復に必要な資金は供給していくという方針で進められた。そのため、日本銀行は52年３月に公定歩合を0.5パーセント引き下げたのに続いて、４月には金利全般の低下を一段と促進するため再度１パーセント引き下げた。この結果、国内の金融市場では、各種の金利が全面的に低下し、低金利時代に入った。
　一方、50年度において急速に緩和が進んだ企業金融は、51年度を通して緩和基調が一層定着した。これは、資金需要が設備投資、在庫投資などで引続き盛り上がりを欠いたことによってほぼ横ばいに推移したうえ、資金調達も自己資金によるウェイトが上昇する一方、他人資金は極力圧縮する方針がとられたため、企業内部の資金需給が縮小均衡の方向をたどったことによる。
　このような企業部門の金融と、政府部門の金融を合わせた全体的な動きをみると、債券発行市場では、公共債が急増を続けた反面、民間事業債は電力を除いて一般に減少した。また通貨供給量も、財政の払超幅の縮小及び金融機関の企業向け貸出の鈍化などにより、51年７月から９月以降伸び率が次第に鈍ってきた。
日銀券
　日本銀行大阪支店勘定による通貨の動向は、例年通り６月、12月のボーナス期にそれぞれ1,262億円、2,883億円の出超を記録し、１月には納税等の関係から1,041億円の入超があったものの、年度間を通しては7,228億円の出超となった。
手形交換高
　昭和51年中の手形交換高は7,010万枚、金額にして148兆9,066億円に達し、50年に比べて枚数が147万枚、金額が約10兆円増加した。しかし、全国に占めるウェイトは枚数・金額とも年々低下傾向にある。一方、不渡手形は26万７千枚、1,915億円で、50年に比べて２万４千枚、214億円の増加となり、１枚当りの金額も50年の70万円から72万円に増加した。これは、金融市場が引続き緩和基調にあるにもかかわらず、なお企業倒産が高水準にあることを物語っている。
預金
　昭和51年の大阪銀行協会社員銀行の総預金は14兆2,077億円、実質預金は12兆9,810億円で、50年に比べて総預金が10.9パーセント、1兆3,937億円、実質預金が12.1パーセント、1兆3,974億円のそれぞれ増加となった。これは、個人所得が50年に比べて増加したにもかかわらず、消費支出の伸びが低調に推移したことに伴って、個人預金が順調に増え続けたためと思われる。
　また、相互銀行、信用金庫などの中小金融機関の預金高も堅調な動きをみせているが、伸び率は小幅にとどまった。
貸出
　年間を通して、ボーナス資金、決算資金、在庫資金等を中心に根強い資金需要があり、さらに、50年度に引続き金融緩和が一層定着した結果、貸出額は月を追って増加し、年末現在高は50年末に比べて9.8パーセント、1兆3,840億円増の15兆5,275億円に達した。
　業種別では、製造業が39.9パーセント、卸売業・小売業が31.9パーセントを占めている。また資金別では、総額の78.6パーセントが運転資金として貸出されているが、建設業、卸売業・小売業ではその割合は90パーセント以上に達している。
株式売買高
　昭和51年の株式市場は、金融緩和基調と輸出急増を中心とした景気の回復傾向を背景にして、年初からめざましい活況相場を展開したものの、２月以降はロッキード事件による政局の混迷に加え、市場内部要因の悪化や景気の本格的回復の遅れが大きな懸念材料となって、概ね高値圏内での閑散なもみ合い商状へと移行した。 11月には、総選挙での自民党退潮懸念から下押し場面を呈したが、年末にかけては、投信、法人買いを支えに急反騰に転じた。
　51年中の売買高は、第１部89億株、第２部６億５千万株のあわせて95億５千万株、約定代金も第１部、第２部合計で３兆3,358億円となり、50年に比べて株数で10億株、約定代金で5,443億円増加した。また、300種株価指数が309.62と48年以来の高率を示し、250種修正株価平均も4,530.73円と過去最高を記録した。
